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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 
  この度、策定しました「元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略」は、国、県の

総合戦略を勘案しながら、「元気いばら まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン」に基づ

き、人口減少問題を克服し、井原市が将来にわたり発展するための道筋を示すものであり

ます。 

 

 

 

 １ 国、県の動向  

 

 我が国の総人口は、平成２０年（２００８年）から減少局面に入っています。平成２２

年（２０１０年）は１億２,８０６万人でしたが、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社

人研」という。）によると、合計特殊出生率が１.３５で推移した場合、平成６０年（２０

４８年）には１億人を割り、平成７２年（２０６０年）には８,６７４万人になるものと見

込まれています。年齢を、０～１４歳の年少人口、１５～６４歳の生産年齢人口、６５歳

以上の老年人口の３つに区分（年齢３区分別）すると、年少人口は減少が続き、平成５８

年（２０４６年）には１,０００万人を割り、平成７２年（２０６０年）には７９１万人の

規模になるものと推計されています。生産年齢人口は平成２２年（２０１０年）の６３.

８％から減少を続け、平成７２年（２０６０年）には５０.９％となります。これに対し、

老年人口は平成５４年（２０４２年）にピークを迎え、その後は一貫して減少に転じると

されています。 

 そうした人口減少と超高齢化が進行する中、国は人口減少の克服、地域創生に向けて本

格的に取り組み始め、平成２６年９月に「まち・ひと・しごと創生本部（本部長：内閣総

理大臣）」を設置し、１１月に「まち・ひと・しごと創生法」を制定しました。また、同

年１２月には、日本の人口の現状と将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向を提示す

る「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及びこれを実現するための、今後５か年の目

標や施策の基本的な方向を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を取りまとめ、

閣議決定しています。 

 一方、岡山県の人口は、平成１７年（２００５年）の約１９６万人をピークに減少し、

平成２２年（２０１０年）の時点で約１９５万人となっています。社人研によると、平成

５２年（２０４０年）には約１６１万人に、平成７２年（２０６０年）には約１３２万人

になると推計されており、これは高度経済成長期以前（昭和２０年代）と同程度ですが、

年齢構成を比較すると、年少人口と生産年齢人口の割合が小さく、老年人口の割合が大き

くなり、年少人口数と老年人口数がほぼ逆転した形となっています。このように、岡山県

は超高齢社会を迎えるとともに、人口の継続的な減少が続く人口減少社会に入っています。

そうした中、県は平成２７年１０月に「岡山県人口ビジョン」、「おかやま創生総合戦略」

を取りまとめ、人口減少問題の克服と持続的発展に向けて各種施策に取り組んでいます。 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 ２ 井原市の人口  

 

 本市の人口は、平成２７年１０月末現在で４２,２６５人ですが、社人研によると、人口

は減少を続け、平成５２年（２０４０年）には３２,３７１人に、平成７２年（２０６０年）

には２４,７８４人になるものと推計されています。年齢３区分別の人口推移をみると、年

少人口は減少を続け、平成７２年（２０６０年）には２,１５０人になり、生産年齢人口も

減少を続け、同年には１２,４６０人になります。一方、老年人口は平成３２年（２０２０

年）に１４,５９２人でピークを迎え、その後減少に転じる見込みですが、総人口が既に減

少局面に入っているため、高齢化率（総人口に占める６５歳以上人口の割合）は上昇を続

け、平成７２年（２０６０年）に４１.１％に達すると推計されています。 

 

      国・県・井原市の人口推移グラフ （平成 12 年（2000 年）を基準とした増減率） 

 

      出典：国勢調査、統計局推計、岡山県毎月流動人口調査 

 

 

 ３ 井原市の推進体制  

 

 本 市 で は 、企 業 誘 致 や 地 場 企 業 の 活 性 化 に よ る 雇 用 の 創 出 、住 宅 団 地 の 整

備 に よ る 定 住 施 策 、子 育 て 支 援 や 健 康 寿 命 日 本 一 を 目 指 し た 施 策 、市 民 と の

協 働 に よ る ま ち づ く り を 推 進 す る な ど 、こ れ ま で も 地 域 振 興 に 取 り 組 ん で き

ま し た 。  

 こ う し た 中 、本 市 は 人 口 減 少 問 題 や 地 域 経 済 活 性 化 と い う 、大 き な 、ま た

喫 緊 の 課 題 を 乗 り 越 え て い く た め 、平 成 ２ ７ 年 ４ 月 に 部 局 横 断 的 な 体 制 と し

て 市 長 を 本 部 長 と し た 「 元 気 い ば ら 創 生 戦 略 本 部 」 を 立 ち 上 げ ま し た 。  
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 ま た 、よ り 効 果 的 に 施 策 を 推 進 す る た め 、建 設 経 済 部 長（ 兼 ）地 域 創 生 監

を 設 け る と と も に 機 構 改 革 を 行 い 、従 前 の 定 住 促 進 課 と 商 工 観 光 課 を 統 合 し

て 新 た に 「 地 域 創 生 課 」 を 創 設 し 、 さ ら に 、 国 の 「 地 方 創 生 人 材 派 遣 制 度 」

を 活 用 し 、本 部 長（ 市 長 ）の 補 佐 役 と し て 、専 門 的 見 地 か ら 、総 合 戦 略 の 策

定 や 施 策 の 総 合 推 進 を 行 う「 地 域 創 生 戦 略 顧 問 」を 配 置 し ま し た 。ま た 、戦

略 本 部 の 下 部 組 織 と し て 、 幹 事 会 、 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム を 配 置 し ま し た 。  

 さ ら に 、総 合 戦 略 の 策 定 に 関 し 、ご 意 見 や ご 提 言 な ど を い た だ く 外 部 組 織

と し て 、有 識 者 、行 政 機 関 、商 工 関 係 団 体 、各 種 団 体 及 び 公 募 委 員 か ら な る

「 元 気 い ば ら 創 生 戦 略 会 議 」 を 設 置 し ま し た 。  

 こ の 戦 略 本 部 を 核 と し て 、人 口 減 少 問 題 や 地 域 経 済 活 性 化 に 取 り 組 む た め 、

本 市 の 人 口 を 分 析・把 握 し 、将 来 を 見 据 え 、必 要 な 施 策 を 効 果 的 に 実 施 で き

る よ う 、「 元 気 い ば ら  ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生  人 口 ビ ジ ョ ン 」、「 元 気 い

ば ら  ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生  総 合 戦 略 」 を 策 定 し ま し た 。  

 

元気いばら創生戦略推進体制 

  ○ 元 気 い ば ら 創 生 戦 略 会 議  

市 民 、 有 識 者 、 産 業 界 ・ 関 係 行 政 機 関 ・ 教 育 機 関 ・ 金 融 機 関 ・ 労 働 団 体 ・ メ

デ ィ ア （ 産 官 学 金 労 言 ） で 構 成  

  ○ 元 気 い ば ら 創 生 戦 略 本 部  

   本 部 ： 市 長 を 本 部 長 と し 、 部 長 級 職 員 で 構 成  

   幹 事 会 ： 建 設 経 済 部 長 を 幹 事 長 と し 、 課 長 級 職 員 で 構 成  

   プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム ： 若 手 職 員 で 構 成  

元気いばら創生戦略会議 元気いばら創生戦略本部

幹　　事　　会

プロジェクトチーム市民及び移住・定住希望者

本市のＰＲ

調整

付議

指示

報告
指
示

報
告

本市のとの意識の共有

情
報
提
供

相
談

情
報
発
信

関係部署

地域創生課

・情報の共有
・施策の連携
・施策の実施

助言

相談

地域創生

戦略顧問

意見・提言・施策の検証

施策の内容・成果

情
報
提
供
・
助
言

情
報
提
供
・
助
言

市民との意識の共有 

調整・指示 

付議・報告
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 

 １ 国、県の総合戦略との関係  

 

 本市が総合戦略を策定するに当たっては、国や県の総合戦略を勘案することになります。

国の総合戦略は、人口の現状及び将来の見通しを示す「まち・ひと・しごと創生長期ビジ

ョン」を踏まえ、かつ、その実施状況を検証するための数値目標等を設定することになっ

ており、市の総合戦略においても同様に「人口ビジョン」を策定し、これを踏まえるとと

もに、数値目標等を設定することになります。 

 

 

  ○基本目標における数値目標 

    井原市総合戦略には、盛り込む政策分野ごとに５年後の基本目標を設定します。この

基本目標には、行政活動そのものの結果（アウトプット）ではなく、行政活動の結果と

して市民にもたらされた便益（アウトカム）に関する数値目標を設定します。 

   ＊例えば住宅団地の分譲に当たり、分譲促進ちらしの発行回数がアウトプット、分譲できた件数

がアウトカムとなります。 

 

 

  ○各施策における重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

    各政策分野の下に盛り込む具体的な施策については、それぞれに対して、客観的な重

要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定します。 

   ＊ＫＰＩ⇒Key Performance Indicator の略。施策ごとの進捗状況を検証するために設定する

指標をいいます。 
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 ２ 井原市第６次総合計画や他計画との整合性  

 

 平成２０年度に策定され、平成２９年度を目標年度とする井原市第６次総合計画は、本

市の最上位計画として、総合的な振興・発展など今後のまちづくりの方向性を示すもので

す。平成２５年度から平成２９年度の５年間の基本的な施策を体系的に掲げた後期基本計

画は、市民意見を反映した「市民との協働のまちづくり計画」、「重点分野を明確にした計

画」といった特徴をもっています。一方、井原市総合戦略は人口減少克服・地方創生に特

化したものです。 

 そこで、既に開始していた総合計画との整合を図るために、井原市総合戦略は、まず第

６次総合計画から人口減少克服・地方創生に資する施策を抽出することで土台を作りまし

た。そこに、「元気いばら創生戦略会議」での意見やアンケート調査を踏まえた新たな施

策を盛り込み、さらに今後策定する第７次総合計画にスムーズに引き継げるよう工夫し、

また本市の他の計画との整合性に配慮しながら策定しました。 

総合計画と総合戦略との連携 

   

元気いばら　まち・ひと・しごと創生総合戦略

Ｈ27～Ｈ31

井原市第６次総合計画
（後期基本計画）

Ｈ25～Ｈ29

井原市第７次総合計画
（前期基本計画）

Ｈ30～Ｈ34

5年 5年

5年

3年 2年

 

 ３ 計画期間  

 

 平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。 

 

 ４ ＰＤＣＡサイクルの実施  

 

 総合戦略に基づく各事業の実施に当たっては、適切

な目標を設定した上で施策の成果を適切に把握し、必

要な見直しと改善を図ることにより、次年度の取り組

みに生かしていく事業評価（ＰＤＣＡサイクル）を毎

年度実施します。行政内部だけの評価だけでなく、元

気いばら創生戦略会議において、検証や見直しの提言

をいただくこととします。 

  ＊ＰＤＣＡサイクル⇒Plan－Do－Check－Action の略称。Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、

Action（改善）の４つの視点をプロセスの中に取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的

な改善を推進するマネジメント手法のことです。 

Ａｃｔｉｏｎ
（改善）

Ｐｌａｎ
（計画）

Ｄｏ
（実施）

Ｃｈｅｃｋ
（評価）
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 

 私たちが生まれ育ち、暮らしている井原市を、子どもたちや市民の皆様が住んで良かっ

た、将来にわたって住み続けたい、また、都市部等から住んでみたいと思われる、「魅力

あふれる 元気なまち いばら」を総合戦略における本市の目指すまちとします。 

 その実現に向け、市民の皆さんをはじめ、産官学金労言など多様な連携のもと、人口減

少に歯止めをかけ、本市の平成７２年（２０６０年）の人口を３２,０００人とすることを

目標に、各事業を推進し、着実に地域創生への取組みを進めます。 

 

【井原市の将来目標人口】 平成 72 年（2060 年） 32,000 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の目指すまち 

 

        ～ 住んでよかった、住み続けたい、住んでみたい ～ 

魅力あふれる 元気なまち いばら 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 １ 多様な角度からの計画策定  

 

 この総合戦略の策定に当たっては、市民の皆様に協力をいただいて新たに実施した、結

婚・出産・子育てや移住についての意識・希望を尋ねる「井原市人口の将来展望に関する

アンケート調査」や、既に実施しているアンケート、また、地域経済分析システム（ＲＥ

ＳＡＳ）などを活用した客観的数値の分析に基づき、産官学金労言からなる「元気いばら

創生戦略会議」からのご意見やご提言、若手職員プロジェクトチームからの提案を参考に

して取りまとめました。（ｐ.３「元気いばら創生戦略推進体制」参照） 

 

  ○意見の抽出 

   ＊市民、有識者、産官学金労言から構成される外部委員からの意見 

   ＊庁内各部署の課長級から組織される幹事会による意見 

   ＊若手職員によるプロジェクトチームによる提案 

 

  ○アンケート調査の実施 

   ＊井原市人口の将来展望に関するアンケート調査 

    ①調査対象：市内在住の１８～３９歳 1,000 人  

     調査期間：平成 27 年 8 月 3 日～平成 27 年 8 月 17 日 

     調査方法：郵送による  有効回収数：304  有効回収率：30.4％ 

    ②調査対象：四季が丘団地住民の世帯主１８～３９歳 58 人  

     調査期間：平成 27 年 8 月 31 日～平成 27 年 9 月 9 日 

     調査方法：郵送による  有効回収数：21  有効回収率：36.2％ 

    ③調査対象：市内在住の高校生 404 人  

     調査期間：平成 27 年 9 月 1 日～平成 27 年 9 月 11 日 

     調査方法：高校へ持参  有効回収数：364  有効回収率：90.1％ 

    ④調査対象：市内企業 37 社 

     調査期間：平成 27 年 8 月 28 日～平成 27 年 9 月 14 日 

     調査方法：郵送による  有効回収数：27  有効回収率：73.0％ 

 

   ＊井原市まち・ひと・しごと創生総合戦略に関するアンケート調査 

     調査対象：大田原市・井原市友好親善都市盟約３０周年記念事業 in スカイツリー

来場者 300 人 

     調査期間：平成 27 年 9 月 27 日  調査場所：東京スカイツリータウン 

     調査方法：来場者への配布調査   有効回収数：300 

 

   ＊転入者、転出者へのアンケート調査 

     調査対象：転入、転出者 

     調査期間：平成２６年度 

     調査方法：市民課窓口での配布調査  有効回収数：301 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  ○ビックデータの活用 

＊地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ） 

⇒ 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部が公開している、いわゆる「ビックデータを活用した地域経済

の見える化システム」。産業マップ、地域経済循環マップ、農林水産業マップ、観光マップ、人口マップ、

自治体比較マップの６つで構成される。 

 

 ２ 井原市の課題  

 

 多くの意見を聞くために実施したアンケート調査や、元気いばら創生戦略会議などから

いただいた意見の内容は、下記のとおりです。 

 

○市民、市内在住の高校生、企業を対象にしたアンケート調査による結果 

 問 井原市の住環境で、雇用環境（勤め先の豊富さ）の評価は    【市民を対象】

  ◇良くない（３４.２％） あまり良くない（３２.６％） 

 問 井原市の住環境で、通勤の利便性の評価は 

  ◇良くない（３０.２％） あまり良くない（３０.６％） 

 問 大学等卒業後に井原市に住まない理由（複数回答）     【高校生を対象】 

  ◇希望する就職先がない（４７.３％） 

 問 商工業を営む上での井原市の課題（複数回答）        【企業を対象】 

  ◇商圏人口の減少（５５.６％） 

 問 商工業振興のために強化・充実してほしい施策（複数回答） 

   ◇人材の確保・育成に対する支援（５１.９％） 

   ◇税制面での優遇（５１.９％） 

   ◇企業誘致の促進（３７.０％） 

【出典】井原市人口の将来展望に関するアンケート調査 

 

○東京スカイツリーイベント来場者を対象にしたアンケート調査による結果 

 問 井原市に住んでみたいと思うか 

  ◇思わない（７１.７％） 

 問 どうだったら井原に住んでみたいか 

  ◇仕事があれば           ◇交通の面で便利なら 

  ◇買い物に便利なら         ◇高齢者にやさしいまちなら 

  ◇安全に暮らせるところなら 

  【出典】井原市まち・ひと・しごと創生総合戦略に関するアンケート調査 

 

○転入者、転出者を対象にしたアンケート調査による結果 

 問 転出する理由は 

  ◇新規就業のため（２６.２％） 

  【出典】転入者、転出者へのアンケート調査 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

○元気いばら創生戦略会議や若手職員プロジェクトチームから出された主な意見 

 ◇働く場の創出・確保（地域経済のさらなる活性化） 

 ◇新たに企業立地できる受け皿の新設 

 ◇デニムや星空などの資源の最大限の活用 

 ◇県西南部に位置した地の利の活用 

 ◇本市の知名度低迷（井原は良いまちなのに知られていない） 

 ◇人口流入力の強化（人の流れが弱い） 

 ◇高齢化に伴う農業の衰退 

 ◇結婚に向けての出会いの場の不足 

 

○上記の結果を踏まえた課題の洗い出し 

 アンケート調査や元気いばら創生戦略会議などからの多くの意見によって洗い出され

た課題は、下記のとおりです。 

 ○地域経済のさらなる活性化 

 ○新たな産業団地の開発 

 ○既存の地域資源の掘り起こしによるさらなる活用 

 ○移住定住の促進 

  

 総合戦略では、こうした課題を解決し、井原市の目指すまち「魅力あふれる 元気なま

ち いばら」を実現するための具体的な基本目標を定めます。 

 

 ３ 井原市の強み  

 

 本市を取り巻く環境が厳しさを増す中、まちづくりを進めるには何よりも「本市の強み

を活かし、強みを磨く」ことが重要です。 

 

○市民、市内在住の高校生、企業を対象にしたアンケート調査による結果と主な意見 

 問 井原市の住環境で、自然やまちなみの評価は          【市民を対象】

  ◇とても良い（１６.９％） 良い（６２.８％） 

 問 井原市の住環境で、治安の評価は 

  ◇とても良い（１６.３％） 良い（６４.０％） 

 問 大学等卒業後に井原市に住みたい理由           【高校生を対象】 

  ◇生まれ育ったふるさとだから（４４.０％） 

  ◇井原市が住みよいまちだから（２３.０％） 

 問 自社の強みは何か（複数回答）               【企業を対象】 

  ◇独自の技術がある（５１.９％） 

 問 商工業を営む上での井原市の強みは何か（複数回答） 

  ◇気候条件に恵まれている（７０.４％） 

【出典】井原市人口の将来展望に関するアンケート調査 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

○東京スカイツリーイベント来場者を対象にしたアンケート調査による結果と主な意見 

 問 井原市の魅力は 

  ◇温暖な気候、災害が少なく安全で安心なまち（２３.６％） 

  ◇田中美術館、天神峡、美しい星空など観光資源に恵まれたまち（２０.９％） 

  ◇田舎暮らしができる一方で、中核都市が近い（１９.７％） 

  ◇高品質なデニム生地産地（１６.１％） 

 問 井原市のイメージ 

  ◇デニムのまち、ジーンズ 

  ◇ぶどう、マスカット 

  ◇星がきれい 

  【出典】井原市まち・ひと・しごと創生総合戦略に関するアンケート調査 

 

○元気いばら創生戦略会議、若手職員プロジェクトチームから出た「井原市の強み」 

 ◇デニムの聖地として有名なまち 

 ◇繊維産業や自動車部品の製造など特色のある多彩な産業を有するまち 

 ◇ぶどうやごぼうなど品質の高い地域特産品を有するまち 

 ◇日本三選に選ばれるほど星空がきれいなまち 

 ◇県西南部に位置し、古くから備後圏域、高梁川流域、井笠地域と密接な交流が盛ん

なまち 

 ◇山陽自動車道笠岡インターチェンジが至近でアクセスしやすいまち 

 ◇新体操や駅伝などのスポーツが盛んなまち 

 ◇人口規模からみて市内に３つの高校があり教育に力を入れるまち 

 ◇子育て施策に力を入れるまち 

  

 総合戦略では、こうした他市町村にない特性を活かした戦略を策定し、本市の魅力を最

大限に発揮できるよう積極的に施策を展開します。 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 

 「魅力あふれる 元気なまち いばら」を実現するための基本目標の設定に当たっては、

本市における人口の現状と将来の展望（人口ビジョン）を踏まえ、本市の実情を勘案し、

政策分野ごとに、国の総合戦略と同様の、次の４つの戦略の基本目標を設定します。 

 

   ①井原市における安定した雇用を創出する 

   ②井原市への新しいひとの流れをつくる  

   ③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 ④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 

 

 これらの基本目標の達成に向けてどのように取り組んでいくのかを基本的方向として

掲げ、さらに具体的な施策や事業、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を定め、確実、着実に地

域創生を推進します。 

 

 

～　住んでよかった、住み続けたい、住んでみたい　～

 魅力あふれる　元気なまち　いばら

井原市の目指すまち

①井原市における安定した雇用を創出する

②井原市への新しいひとの流れをつくる

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、

　地域と地域を連携する

基本目標

元
気
い
ば
ら

　
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

元気いばら　まち・ひと・しごと創生
総合戦略

具体的な施策の展開

人
口
ビ
ジ
ョ
ン
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 

 井原市には中小企業を中心とする多様な製造業が集積しており、このことは本市の産業

の強みです。中小企業が元気であることは雇用の場の確保につながるため、事業者、産業

団体、金融機関、行政が協働して、地域産業の活性化に向けた各種施策を展開します。ま

た、市民ニーズの多い産業団地の開発に取り組み、新たな雇用の場を創出します。さらに、

農業では、特産品のぶどうやごぼうが有名ですが、農産物や加工品のさらなるブランド化、

６次産業化を推進し、雇用の拡大を図ります。 

 

 

  数値目標 

 

   経済・雇用対策補助事業（イバラノミクス） 

    経済波及効果額 平成 25～26 年度 51 億円 ⇒ 平成 27～31 年度 160 億円 

    雇用者数    平成 25～26 年度 43 人   ⇒ 平成 27～31 年度 110 人 

 

 

  基本的方向 

   ◎企業ニーズに対応した産業団地を新たに開発し、雇用の場の創出を図ります。 

   ◎経済・雇用対策補助事業（イバラノミクス）にさらに磨きをかけ、地場企業のライフ

ステージに応じた効果的な補助事業として強力に進め、経済情勢を注視しつつ地場企

業の活性化や雇用の確保を図ります。 

    ＊時代のニーズに合ったタイムリーな補助内容にするため、３年毎に見直します。 

   ◎農産物や加工品のブランド化や６次産業化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

  具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 

  （１）産業団地の開発 

具体的な施策 

 交通アクセスが良いなど、企業ニーズに対応した新たな産業団地を造成します。 

重要業績評価指標（KPI） 開発する産業団地 

 新規１団地（H28～H31 の 4 ｶ年累計） 

具体的事業 産業団地の開発 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  （２）経済・雇用対策補助事業（イバラノミクス）の強力な推進 

     平成２５年度から実施している経済・雇用対策補助事業（イバラノミクス）が、地

場企業にとって真に必要な支援となるよう磨きをかけ、井原商工会議所や備中西商工

会、金融機関などと連携し、さらに強力に地域経済の活性化、雇用の場の確保に取り

組みます。 

 

   ①工業の振興 

具体的な施策 

 新分野への進出、新製品・新技術の開発、積極的な設備投資、経営革新計画に

基づく工場の新増改築、特許権などの産業財産権の取得、人材育成、事業承継な

ど、市内の製造業者の積極的な事業展開を、広範囲にかつ強力に応援します。 

 また、民間による事業用地の確保を促進するとともに、新たに造成する産業団

地や四季が丘団地企業用地を早期に分譲するため、都市部でより機動的に活動で

きるよう誘致体制を拡充し、助成制度を含め、強力に企業誘致に取り組みます。 

重要業績評価指標（KPI）  新製品、新技術の開発件数 

  ５件（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

 設備投資額 拡充 

 ５４億８千万円（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業 新分野進出支援補助金 

新製品・新技術開発支援補助金 

設備投資促進助成事業補助金 拡充 

生産体制向上事業補助金 

（仮称）産業財産権取得事業補助金 新規 

人材育成支援事業補助金 拡充 

後継者育成支援事業補助金 

（仮称）民間事業用地開発促進奨励金 新規 

四季が丘団地企業誘致補助金  

 

   ②商業の振興 

具体的な施策 

 店舗の改装や、空き店舗などを活用して新規出店する事業者を支援します。ま

た、井原駅前通り線に店舗等を新規に出店する者を支援し、本市の玄関口である

井原駅前の賑わい創出や魅力の向上を図ります。 

重要業績評価指標（KPI）  改装する店舗数 拡充 

  １５０店舗（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業 商店街店舗改装補助金 拡充 

（仮称）空き店舗・空き家利用新規出店事業補助金新規

井原駅前通り賑わい創出事業補助金 
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   ③工業、商業の振興 

具体的な施策 

 市内で創業する者を支援し、新たな産業や雇用の創出を促進するとともに、市

内へ本社機能を移転する法人を助成し、新規常用雇用の増加を図ります。 

 また、設備資金又は運転資金の利子や信用保証料の一部を補助し、市内の中小

企業の事業活動を応援します。 

重要業績評価指標（KPI）  創業件数 

  ５件（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業  創業支援事業補助金 拡充 

（仮称）本社機能移転推進補助金 新規 

元気応援商工業借入資金利子補給金 

元気応援商工業借入資金信用保証料補助金 

 

   ④雇用環境の充実 

具体的な施策 

 市内に住所を有する新規学卒者や、事業主の都合により離職した市民を雇用し

た市内の事業所へ奨励金を支給し、若者の就職や離職者の再就職を応援します。 

重要業績評価指標（KPI）  新規学卒者の雇用者数 

 １００人（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業 新規学卒者雇用奨励金 

非自発的離職者雇用応援助成金 

 

  （３）井原デニムによる地域活性化事業（Ｄ＃（ディーシャープ）プロジェクト）の推進 

具体的な施策 

 本市の誇る地域資源「井原デニム」の魅力をさらに

市民に認識してもらうため、市民参加で綿花栽培を行

う「綿いっぱい運動」、井原デニムを使った商品化コン

テスト、デニム関連体験型イベントなどを開催し、地

域の一体感を醸成するとともに地場産業の活性化を図

ります。また、「デニムの聖地」としての拠点整備を推進するとともに、産地と広

域連携し、デニム事業にさらなる磨きをかけ、魅力を広く発信します。 

重要業績評価指標（KPI）  市民が栽培する綿の収穫量 

  １.５トン（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

 商品化する品数 

  ５品（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業  綿いっぱい運動 

 井原デニムを使った商品化コンテスト 

高梁川流域圏、備後圏域広域連携事業 
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  （４）農産物のブランド化、６次産業化の推進 

具体的な施策 

 農産物を加工し、ブランド化、６次産業化にチャレンジす

る団体などを支援し、新たな付加価値のある農産物の誕生・

産地化を推進します。 

 

 

重要業績評価指標（KPI）  ブランド化、６次産業化する品数 

 ３品（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業 （仮称）いばらこだわりの農産物チャレンジ事業 

 

  （５）地元就職の推進 

具体的な施策 

 井原雇用開発協会、井笠雇用対策推進協議会、笠岡公共職業安定所と連携し、

市内の事業所で就職を考えている高校生や大学生などと、若い人材を採用しよう

とする市内企業とのマッチングの場を設け、地元高校生の雇用の場の確保や、大

学生のＵＩＪターンによる市内企業での雇用の促進を図ります。 

重要業績評価指標（KPI）  大学等就職面接会参加者数 

  ４４人(H26）⇒２６０人(H27～H31の5ｶ年累計)

具体的事業  大学等就職面接会 

高校生就職ガイダンス 
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 本市は瀬戸内地域の温暖な気候に恵まれ、地震や台風など自然災害が少なく、里山や田

園に囲まれた緑あふれるまちで、のんびりした田舎暮らしができること、また、岡山市、

倉敷市、福山市といった近隣中核都市への移動が１時間圏内であるという地の利を活かし、

移住者に魅力のある住宅施策を実施し、定住人口の増加を図ります。また、貴重な文化財

や伝統文化、景勝地などの観光資源を広く情報発信し、加えて交流事業を実施することで

交流人口の増加を図ります。 

 

  数値目標 

 

   社会増減（転入者数－転出者数） 

    平成 22～26 年度累計 △807 人 ⇒ 平成 27～31 年度累計 △541 人 

 

 

  基本的方向 

 

  ◎地域資源の魅力に磨きをかけ、地域の活性化を図ります。また、地域おこし協力隊の

活用などにより、地域資源を活かした交流事業を実施し、交流人口の増加を図るとと

もに、訪れた人が本市のファンになり、さらには移住定住に結び付くよう施策を推進

します。 

  ◎移住を促進するに当たって、まずは住宅が必要となることから、空き家の有効活用や、

住宅新築への助成を実施します。また、優良な住宅用地を提供するとともに、民間の

分譲宅地の開発を支援します。 

  ◎本市の代表的な農産物である「ぶどう」づくりをはじめ、新規にチャレンジする人を

応援し、移住定住に結び付くよう施策を推進します。 

 

  具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 

  （１）大都市圏での知名度アップの取組み 

具体的な施策 

 あらゆる機会を捉えては、積極的に大都市で本市をＰＲし、知名度アップを図

り、交流人口の増加と移住の促進に繫げます。 

重要業績評価指標（KPI）  よしもと新喜劇でのトップセールス来場者数 

  １,０００人（H27） 

 大田原市・井原市友好親善都市盟約３０周年記念事業来場者数 

 １５,０００人（H27） 

具体的事業  よしもと新喜劇でのトップセールス 

大田原市・井原市友好親善都市盟約３０周年記念事業 in スカイツリー 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  （２）「美しい星空」の活用 

具体的な施策 

 天文学者が選ぶ「日本でいちばん綺麗な星空ベスト３」に選出された、本市、

沖縄県石垣市、長野県南牧村が連携して、星空という資源を活用した事業を美星

天文台を中心に実施し、各市村の魅力を全国に発信しています。また、天文台施

設のある近隣市との連携事業にも取り組みます。 

 また、鎌倉から室町時代の村の様子を再現した「中世夢が原」に映画やドラマ

などのロケを誘致し、観光客の増加を図るとともに、宿泊については近隣のまち

に流れているため、既存宿泊施設のさらなる活用を図ります。 

重要業績評価指標（KPI）  美星天文台を訪れる人数 

   １３,０９２人（H26）⇒ １４,４００人（H31）

 ロケの誘致数 

 ５件（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業  日本三選星名所事業 

 （宙（ソラ）ガールイベント、プロモーション事業） 

 美星天文台の活用 

映画などのロケ誘致 

 

  （３）交流・観光施設等のブラッシュアップ 

具体的な施策 

 都市住民との交流施設、観光施設、芸術・文化施設など、既存の施設について、

さらに磨きをかけるとともに、産業観光や周遊性の高い広域観光など、新たなル

ートの開発に取り組みます。 

重要業績評価指標（KPI）  経ケ丸グリーンパーク利用者数 

  ７２,２１６人（H26）⇒ ８５,０００人（H31）

 農村型リゾート宿泊施設「高原荘」宿泊者数 

 １７８人（H26）⇒ ２００人（H31） 

具体的事業 経ケ丸グリーンパークの活用 

農村型リゾート宿泊施設「高原荘」の活用 

星の郷美星産直プラザの活用 

広域連携事業の推進 

 

  （４）地域おこし協力隊の活用 

具体的な施策 

 地域の新たな担い手として地域おこし協力隊員を配置し、外部の新たな視点や

発想力により、埋もれている資源の発見や既知の資源を見直し、地域の潜在力を

十分に引き出すことにより、地域の活性化を図ります。 

重要業績評価指標（KPI）  地域おこし協力隊員の配置数 

 ３人（H27）⇒ ２６人（H31） 

具体的事業 地域おこし協力隊の活用 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  （５）移住（ＵＩＪターン）の促進 

     移住者に魅力のある住宅施策などに取り組むとともに、県や広域連携事業により移

住相談会等の事業を実施します。 

 

   ①移住体験等の実施 

具体的な施策 

 移住先として岡山県の人気が高まっているこの機に、

首都圏、関西圏などの大都市で、県と協力して、また、

広域連携事業により、移住相談会を積極的に開催しま

す。また、既存の公共施設の活用などにより、定住体験

ができる「お試し住宅」を整備します。さらに、（仮称）

いばらぐらし体験ツアーを実施し、自然豊かな環境や、

働く場、公共交通、買い物など日常生活に関することを、

実際に本市に来て、見てもらい、移住、定住に繋げてい

きます。 

重要業績評価指標（KPI）  移住相談会の実施による移住者数 

 ４０人（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

 お試し住宅利用数 新規 

 ２４件（H28～H31 の 4 ｶ年累計） 

具体的事業 移住相談会の実施 

お試し住宅の整備 新規 

（仮称）いばらぐらし体験ツアー 新規 

 

   ②宅地の確保支援 

具体的な施策 

 四季が丘団地やさくら団地を分譲します。残り区

画について購入助成制度により、早期分譲に努め、

移住・定住の促進を図ります。また、宅地を造成し

分譲する民間事業者を支援し、市内での宅地開発を

推進し、定住化の促進、人口流出の抑制を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI）  四季が丘団地、さくら団地分譲による移住者数 

 １２人（H26）⇒ ５０人（H27～H31 の 5 ｶ年累計）

 民間宅地開発による移住者数 

  １２０人（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業 四季が丘団地、さくら団地の分譲 

分譲宅地開発助成金 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

   ③住居の確保支援 

具体的な施策 

 空き家バンク制度による、空き家を有効活用した移住・定住施策を進めるとと

もに、住宅新築、中古住宅の取得や賃貸、住宅リフォームへの補助など、住居の

確保を支援し、移住・定住促進を図ります。 

重要業績評価指標（KPI）  空き家バンク制度による移住者数 

 ２人（H26）⇒ ３０人（H27～H31 の 5 ｶ年累計）

 住宅新築補助制度による移住者数 

  ３５人(H26）⇒ ２５０人(H27～H31の5ｶ年累計）

 (仮称)中古住宅購入等助成制度による移住者数新規 

 ８０人（H28～H31 の 4 ｶ年累計） 

具体的事業 空き家バンク制度 

いばらぐらし住宅新築補助金 

（仮称）中古住宅購入等助成金 新規 

住宅リフォーム補助金 

 

  （６）利活用できる空き家の調査 

具体的な施策 

 自治会などの協力をいただき、市内全域を調査し、利活用できる空き家を把握

します。 

重要業績評価指標（KPI）  調査地区 

 市内全域（H28～H31 の 4 ｶ年累計） 

具体的事業 空き家の調査 

 

  （７）就農支援による移住促進 

具体的な施策 

 就農希望者が農業により地域で暮らしていけるよう、産地と一体になって実務

研修などを支援します。 

重要業績評価指標（KPI）  農業実務研修参加者数 

 １人（H26）⇒ ５人（H27～H31 の 5 ｶ年累計）

具体的事業 新規就農支援事業 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 

 核家族化の進展や、女性の社会進出により、子どもと保護者を取り巻く環境が大きく変

化しています。また、少子高齢化の進行とあわせて、若者の未婚・晩婚化も進んでいます。

こうした中、結婚や出産に関する個人の選択と自由を尊重したうえで、結婚を希望する人

への出会いの場を提供します。また、子どもが健やかに成長し、子育てに喜びや楽しみを

実感でき、安心して子どもを生み育てることができるよう、子育て支援サービスの充実を

図るとともに、地域や社会で子育てを支える環境づくりを進めます。 

 

  数値目標 

 

   合計特殊出生率 

    平成 24 年 1.37 ⇒ 平成 31 年 1.56（平成 32 年（2020 年）1.60）    

 

  基本的方向 

 

   ◎男女の出会いの機会の減少などにより、希望しても結婚できない若者の結婚を応援す

るため、出会いの場づくりを進めます。 

   ◎子どもの健やかな心身の成長は、妊娠・出産・育児におけるきめ細かな支援により達

成されることから、妊産婦や乳幼児に対する保健福祉サービスの充実を図ります。 

   ◎子育てや家庭生活・地域生活と仕事が両立できるよう、必要な保育等のサービスの提

供を進めるとともに、支援を必要とする子ども一人ひとりに応じた支援に努めます。 

   ◎子どもの成長を地域全体で見守り、社会全体で支援する意識が高まるよう、地域にお

ける子育て支援活動の充実を図るとともに、子育てをする親同士の交流の場や地域に

おける子どもの居場所づくりを進めます。 

   ◎子どもの規範意識や道徳心、郷土愛を育む教育を、また、子ども一人ひとりの確かな

学力を育成し、可能性を伸ばすとともに、子どもの主体性や社会性、自立心、創造力

などを育む教育を進めます。また、安全で快適な教育環境の整備に努めます。 

 

  具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 

  （１）出会いの場の提供 

具体的な施策 

 若者の未婚・晩婚化対策として、未婚者にカップリング・パーティーなどの出

会いの場の提供や、婚活研修会等を開催するなど結婚推進事業を実施し、成婚者

の増加を図ります。あわせて、広域連携による事業も進めます。 

重要業績評価指標（KPI）  本事業により成婚する組数 

 ５組（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業 井原市出会いの場事業 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  （２）不妊治療、不育治療の支援 

具体的な施策 

 不妊症のため不妊治療を受けられた夫婦に治療費の一部を助成します。また、

不育症のため子どもを持つことが困難な夫婦に、医療保険対象外の不育治療費の

一部を助成します。 

重要業績評価指標（KPI）  不妊治療による出生数 

３６人（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

 不育治療による出生数 

 ２人（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業  不妊治療助成事業 

不育治療助成事業 

 

  （３）子育て支援 

     安心して子どもを生み育てることができるよう、子育て支援サービスの充実を図る

とともに、地域や社会で子育てを支える環境づくりを進めます。 

 

   ①費用負担の軽減 

具体的な施策 

 国、県の制度に加え、中学校３年生までの子ども医療費の入通院無料化、保育

園や幼稚園の保育料軽減など、市独自の経済生活支援を継続し、子育て中の保護

者の負担を和らげるよう努めます。 

重要業績評価指標（KPI）  保育園保育料の軽減 

  対象世帯・軽減の拡大（H28～） 

 幼稚園保育料の軽減 

  対象世帯・軽減の拡大（H28～） 

具体的事業  子ども医療費給付事業 

保育園保育料の軽減 拡大 

幼稚園保育料の軽減 拡大 

  

  ②きめ細かな地域保育の充実 

具体的な施策 

 保育園のない地域の少数の保育ニーズに対して、０歳から２歳までの子どもを

少人数で預かる地域型保育事業を導入します。また、保育士の資質の向上等を支

援します。 

重要業績評価指標（KPI）  保育園の待機児童数 

  ０人（H27）⇒ 待機児童０人を堅持（H31） 

具体的事業 地域型保育事業の導入 新規 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

   ③相談体制の充実 

具体的な施策 

 就学前までの児童の預け先等に関する情報提供や相談を行う（仮称）保育コン

シェルジュを配置し、保護者ニーズと保育サービスを適切に結び付け、子育て支

援の充実を図ります。また、ひとり親家庭や発達障害児などの相談にも努めます。 

重要業績評価指標（KPI）  （仮称）保育コンシェルジュの配置数 新規 

  ０人（H27）⇒ １人（H31） 

具体的事業 （仮称）保育コンシェルジュの配置 新規 

 

   ④地域子育て支援拠点の充実 

具体的な施策 

 子どもが地域との関わりの中で健やかに成長することができるよう、児童会館

等の地域子育て支援拠点の充実を図ります。また、放課後児童クラブについては、

学校施設を活用した施設の充実や、支援員の確保、資質の向上を支援します。 

重要業績評価指標（KPI）  児童会館の利用者数 

 ４２,５６４人（H26）⇒ ４４,０００人（H31）

 出前児童会館の参加者数 

  ３４３人（H26）⇒ ４００人（H31） 

 つどいの広場利用者数 

   ２,９４１組 ６,２９７人（H26） 

    ⇒ ３,１００組 ６,５００人（H31） 

具体的事業 児童会館運営事業 

つどいの広場事業 

放課後児童健全育成事業 

 

  （４）幼児教育の推進 

具体的な施策 

 子どもの自発性や社会性、道徳性、自立心、創造

力などの芽生えとなる豊かな経験が得られるよう、

教育内容と指導方法の工夫・充実を図り、子どもの

特性に応じた望ましい教育を行うとともに、遊具、

教材などの充実に努めます。 

 

重要業績評価指標（KPI） ３歳児教育を実施する園 

  ８園（H26）⇒ 全幼稚園（H31） 

預かり保育を実施する園 

  ６園（H26）⇒ 全幼稚園（H31） 

具体的事業 ３歳児教育・預かり保育環境整備事業 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  （５）児童生徒の学力の向上 

具体的な施策 

 複数教員による指導や少人数指導等の拡大を行い、子どもたちの確かな学力を

身につけさせます。また、小学校３５人以下学級の編制により、一人ひとりの学

力や心の状態をしっかりと把握し、個々の児童の実態に応じた目標や指導計画を

立て、きめ細かな指導に努めます。 

 児童・生徒の学力向上を図るため、小・中学校全校において放課後に外部人材

を指導者とした補充学習を行います。また、地域人材を指導者として依頼し、土

曜日に公民館などを会場として児童を対象とした補充学習を行います。 

重要業績評価指標（KPI） 補充学習を実施する学校数 

  全小学校(H26)⇒引き続き全小学校で実施(H27～) 

 ２中学校(H26 )⇒全中学校 (H31） 

具体的事業 いばらっ子伸びる学力支援事業 

 いばらっ子イノベーション３５推進事業 

放課後学習サポート事業 

地域土曜学習サポート事業 

 

  （６）心の教育の推進 

具体的な施策 

 次世代を担う、郷土を愛する心豊かでたくましい子どもを育成するため、規範

意識や道徳心、郷土愛を育む教育を進めます。 

重要業績評価指標（KPI） 実施する学校数 

  全小学校(H26)⇒引き続き全小学校で実施(H27～) 

具体的事業 ふるさと井原魅力発見事業 

スポーツふれあい交流事業「夢の教室」の開講 

 

  （７）安心で快適な教育環境の整備・充実 

具体的な施策 

 老朽化が進む教育施設について、大規模改造、改築等を計画的に実施し、安全

で快適な教育環境づくりを進めます。 

重要業績評価指標（KPI）  中学校の建替え 

 １校（H27～） 

 空調機設置校園数 

  ４校（H27）→ 全校園（H30） 

具体的事業 中学校の建替え 

 幼・小・中学校の空調機設置 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

 

 高齢化が進展する中にあっても、いつまでも元気に暮らすことのできる施策に取り組み

ます。また、安心して地域で暮らし続けていくために、生活基盤や都市基盤の整備を図り、

さらには市民の助け合いを育む取組みや、多様な協働の仕組みづくりを進めます。また、

高梁川流域圏、備後圏域、井笠圏域といった広域連携により事業を進めます。 

 

  数値目標 

 

   健康寿命 

    平成 27 年度 男性 78.33 歳 女性 83.64 歳 

     （平均寿命 男性 79.60 歳 女性 86.44 歳） 

       ⇒ 平成 31 年度 平均寿命の延伸を上回る健康寿命の延伸 

     ＊平成２７年度健康寿命は、「健康寿命の算定方法の指針（H24.9 厚生労働省）」により、 

      介護保険情報等を活用して県が算出（H27.6） 

 

   まちづくり協議会 

    平成 26 年度 12 団体 ⇒ 平成 31 年度 13 団体 

 

  基本的方向 

 

   ◎高齢化が進展する中で、いつまでも元気に暮らすことのできるまちを実現するため、

「健康寿命日本一」を目指した取組みを推進します。 

   ◎安心して地域で暮らし続けていくために、生活基盤や都市基盤の整備、利便性の高い

サービスの提供に努めます。 

   ◎市民や地域、団体等が地域づくりの担い手として活躍できるよう、多様な協働の仕組

みづくりを進めるとともに、市民の助け合いを育む取組みを支援します。 

   ◎高梁川流域連携中枢都市圏、備後圏域、井笠圏域の連携による取組みを進めます。 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 

  （１）笑いによる健康の増進 

具体的な施策 

 「笑いと健康」「笑いと教育」「笑いと食育」をテーマとして、その普及及び体

育、文化、教育活動を行い、市民の健康意識の向上と生涯学習の推進を図ります。 

重要業績評価指標（KPI）  笑って健康元気アップ事業参加者数 

  ５,０００人（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業 笑って健康元気アップ事業 

笑顔の食卓パワーアップ事業 

 

  （２）健康指導体制の充実 

具体的な施策 

 地区公民館や事業所へ、また、地域のイベント会場などに保健師、管理栄養士

が出向き健康相談を受け、個々に応じた健康課題の解決を支援します。 

重要業績評価指標（KPI）  おせっかい保健師健康相談事業相談者数 

  １,３００人（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

 健康カフェ事業相談者数 

 １,５００人（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

具体的事業 おせっかい保健師健康相談事業 

健康カフェ事業 

 

  （３）まちの拠点整備 

具体的な施策 

 住みなれた地域で安心して暮らせるよう、まちの拠点を整備し、持続可能な地

域づくりに取り組みます。整備に当たっては、既存の公共施設のさらなる有効活

用を図りながら、新たな施設の整備も含め、また、民間活力による商業施設等の

集積を促進することにより進めていきます。 

重要業績評価指標（KPI）  整備する井原地区消防組合分駐所数 

 ２分駐所（H28～H31 の 4 ｶ年累計） 

新設する地域型保育施設数 

 １園（H28～H31 の 4 ｶ年累計） 

具体的事業 井原地区消防組合分駐所の整備 

地域型保育事業の導入（再掲） 

芳井健康増進福祉施設「ＡＳＵＷＡ」の活用 

井原駅前通り賑わい創出事業補助金（再掲） 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  （４）公共交通網の構築・維持 

具体的な施策 

 公共交通を、誰もが自立した生活を送ることが

できる「生活交通」として位置づけ、暮らしに身

近で、わかりやすく利用しやすい公共交通をみん

なで守り、育て、未来に残していくため、持続可

能かつ効率的で利便性の高い公共交通体系を構

築するとともに、公共交通利用への市民意識の醸

成を図り、地域と協働して公共交通の維持に努め

ます。 

重要業績評価指標（KPI）  利便性の向上 

 公共交通空白地区が無い（H26） 

  ⇒公共交通てくてくエリアを市の全域に拡大（H31）

 ＊自宅から概ね徒歩圏内で公共交通を利用できる区域を 

（仮称）公共交通てくてくエリアと設定 

具体的事業  井原線利用促進 

 地方バス路線の維持 

 井原あいあいバス（スクールバスを含む）の運行 

 予約型乗合タクシーの運行 

  

  （５）協働によるまちづくりの推進 

具体的な施策 

 地域が主体となったまちづくりが展開される

よう、市民と行政が連携し、互いに役割分担を

図りながら協働によるまちづくりを推進しま

す。また、ＮＰＯや市民活動団体等の支援拠点

である市民活動センター「つどえーる」の機能

を活かして市民活動を支援します。 

 

重要業績評価指標（KPI）  まちづくり計画によるがんばる地域応援補助金 

交付事業数 

   ２００事業（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

 協働のまちづくり・地域活性化イベント事業補助金 

交付事業数 

   ２０事業（H27～H31 の 5 ｶ年累計） 

 市民活動センター「つどえーる」の利用者数 

   １０,１８７人（H26）⇒ １２,２００人（H31）

具体的事業  井原市パートナーシッププロジェクト事業 

 協働のまちづくり事業補助金 

市民活動センター「つどえーる」の活用 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略

  （６）自主防災組織づくりの推進 

具体的な施策 

 「自分たちのまちは自分で守る」という地域住民の連携に基づく自主防災組織

づくりを支援するとともに、地域防災力の推進役であり、自主防災組織など身近

な地域において互助、協働のリーダーとなる存在である「防災士」の育成支援を

行います。 

重要業績評価指標（KPI）  防災士の資格取得者数 

  ２５人（H26）⇒ ８０人（H31） 

具体的事業  安全安心地域活動活性化支援事業補助金 

 防災士養成事業 

 

  （７）スポーツ活動の充実 

具体的な施策 

 子どもから高齢者まで、市民のニーズに合わせてスポーツに親しむことができ

るよう、生涯にわたるスポーツライフの充実を図ります。また、新体操や陸上競

技など様々な競技を支援し、ジュニアの育成と競技スポーツのレベルアップを図

ります。さらに、自分の体力や健康状態に合ったスポーツを楽しみ、心身ともに

健康でいることができる環境づくりを進めます。 

重要業績評価指標（KPI）  いばら生き生きクラブ会員数 

  ３９４人（H26）⇒ ４２０人（H31） 

具体的事業  いばら生き生きクラブ事業 

  

  （８）広域連携事業の推進 

具体的な施策 

 高梁川流域圏、備後圏域、井笠圏域での連携により、

地域経済の活性化をはじめ、都市機能や住民サービス

について、自治体間で連携・役割分担して取り組むこ

とで、各市町の限られた行政資源を有効活用し、効果

的、効率的な行政運営を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI）  連携事業数 

  ６９事業（H27）⇒ ７５事業（H31） 

具体的事業  広域連携事業の推進 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略 

 

  私たちが住んでいる井原市は、温和な気候に恵まれ、里山や田園など、美しい自然に囲ま

れ、近隣中核都市への移動も１時間圏内であり、大変暮らしやすいまちです。ぶどう、ご

ぼう、乳製品、井原デニムなど、国内のみならず世界に誇れる特産品を、また、天神峡や

星空などの観光資源を有しています。地域創生を成功させるには、これらの本市の強みに

さらに磨きをかけ、まちへの誇りと気概をもって、本市を元気にする仕掛けと知恵を存分

に発揮することが重要です。 

  未来はやって来るものではなく、築いていくものです。本年を地域創生元年と捉え、この

５年間の施策を総合戦略に取りまとめ、３０年先、５０年先も、市民の皆様が住んで良か

った、将来にわたって住み続けたい、また、都市部等から住んでみたいと思われる、「魅力

あふれる 元気なまち いばら」を目指し、その実現に向け、市民の皆さんをはじめ、産官

学金労言など多様な連携のもと、着実に地域創生への取組みを進めます。 
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元気いばら まち・ひと・しごと創生 総合戦略 

 

 

元気いばら まち・ひと・しごと創生 

総 合 戦 略 
 

井原市建設経済部地域創生課 

〒715-0014 井原市七日市町 10 番地 

℡：0866-62-8850 Fax:0866-62-8853 

E-mail：sousei@city.ibara.okayama.jp 


